
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)

兵庫県 朝来市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

34,777
402.98

20,018,668
19,695,421
242,108

人(H20.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.53]

類似団体内順位

[ 34/132 ]

全国市町村平均

0.55

兵庫県市町村平均

0.65
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.22

1.02

0.46

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.53
朝来市の比率

財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[192,458円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.1]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [12.42人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.7%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [978,563円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性
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給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

朝来市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
●財政力指数
　個人・法人関係の税収に大幅な伸びが見られたこともあり、類似団体平均と比較して０．０７上回っている。本市では市
税の徴収強化策（特に滞納分）として、徴収専門員の配置、担当職員の増員、夜間徴収の実施による歳入確保、歳出の
徹底的な見直しと施策の重点化に努めることにより、更なる財政の健全化を図る。
●経常収支比率
　類似団体平均と同水準であるが、前年度に比べ７．０ポイント上昇し、財政の弾力性が失われた。この理由は、下水道
事業への繰出金基準を見直したことで繰出金に係る経常収支比率が上昇したためである。今後は、下水道使用料の料
金改定、指定管理者による施設維持など進めながら経営改善に努め、繰出金の抑制に努めるとともに、市税等の自主財
源の確保、定員適正化計画や行財政改革の取組みを通じた経常経費の削減により経常収支比率の改善に努めたい。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　類似団体平均と比較して約６万円高く、この要因は、本市は合併団体であり、人口に対する職員数が類似団体平均と
比べて多いことや、類似施設を複数有し、運営・維持管理に要する賃金、委託料など経費が嵩んでいるためである。
　今後は類似団体平均に近づけるべく、定員適正化計画の目標「合併後１０年で職員数１３２人純減」達成や行政改革の
取組みを進めながらコストの低減を図りたい。

●人口一人あたり地方債現在高
　合併前に実施した事業について、財政的に有利な地方債の発行に依存してきた経緯もあり、類似団体平均の１．７６倍と
大きく上回っている。合併後は、建設事業に係る新規事業の見直しや計画的な事業実施を進め、新規地方債の発行を抑
制し、地方債残高を減少させていきたい。
●実質公債費比率
　前年度に比べ１．５ポイント悪化し、平成２1年度にピーク（２０．２％）となる見込みである。早期健全化基準（２５％）を超
える見込みはないものの、類似団体平均に比べ高い水準であるため、公債費適正化計画にそって、地方債の繰上償還や
借換え、新規地方債の抑制に努めたい。
●人口1,000人当たり職員数
　類似団体平均と比べ２．６７人多く、勧奨退職制度の活用、組織・事務事業の見直し、職員採用の抑制など定員適正化計
画（合併後１０年で１３２人純減）を達成するよう、積極的な取組みを行っていく。（合併後３年で５５人純減した）
●ラスパイレス指数
　類似団体平均を２．５ポイント下回っているが、今年度職員構成の変動等により昨年に比べ０．５上昇し、９３．１となって
いる。今後、一層の給与の適正化に努め、住民に理解を得られる水準を維持していきたい。


